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3) 中鉢正美「生情構J告論の基随的問題点J"日本労働協会雑誌119毛1年2月号. 15へ え




















































両氏はz 家庭経辞芋E第1の主題として 次のように述べている o r 家庭怪語学は? との
ような意味での人間関係の中で. ~消費』生活が，そり高さや，その生活手段，冊えは収入，そ. . . . . .. . .. . .. . . . . . 






























7) 大可内一男ー 龍山京，向上， 63ペク。






























































































こと j を指摘している。(酔点は引用者。エンゲルァ、，同上~ 95~ ジ〉
12) 荒又重雄「賃労働の理論J1968. 107ベジP




























(the ught to live)に根ざし亡， 社会的 共同的消費生活を視野におさめて，展開していくこ
とができないのである。J(岡山礼子・小川信子編著「生活管理と生活政置Jr講座現代生活研究』
1lI， 1972， :;!:Y、ー ジ〕
14) 宮本意ー「社会資本論J1967， 32ベー九


















































































17) 荒又重雄 同ム 126-127ぺ一三人


























































































































































一ヴィ 1や施設が， 定の価格 i公共料金Jの形態で，家庭に販売されるの
であるる i受益者負担」の名目によって，一方では地税と社会保険料p 年金
掛金の引上げがおこなわれ，他方では公共料金の上昇がおこなわれるなら，社
会的共同消費手段の供恰が増加し社会的消費が増大するとしても，それは，労
働者の家庭経済の圧迫を意旅する。
国家は，かつての資本の再生産条件の一般的管理から，資本の再生産の決定
的契機である労働力の再生産そのものの管理をおこなうことが，とくに現代の
ような資本主義の危機の時代への対処の一方向とならざるをえなくなってきて
いる。国家財政の危機を背崇に展開される労働力管理政策は，社会保障関連基
金の巨額の積立てを国家資金として独占的運用下におき，社会保障機構と徴税
機構によって労働者家計を統制している。さらにまた i労働能力あるもの」
と「労働能力りないもの」の区別を根底とした労働力の種別化をはかりつつ，
社会の「非労働力J部分すらも「労働7JJ化して，それによって低賃金基盤や
低労働条件を確保しようとする，労働力の『有効活用」の方向を強めてきてい
る。国民経済再編成におし、て，資金動員と労働力管理はますます一体のものと
なっているが，この資金動員と労働力管理の媒介環の位置にあるものが，社会
保障であ h社会資本投資であるといってよいであろう。
従って，労働者の個人的消費過程なり家庭経済は，以上のような環境のもと
で倍化された貧困化庄力にさらされているが，ここでは，貧閃化に寄生した資
本の利潤源泉の新たな拡大という問題以上のものが，すなわち，労働者家庭経
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済は現代における資金動員機構と社会資本投資の接点にたっており，それゆえ
に，資本の側から，労働者の生活管理，労働者の居住する地域社会の管理問題
が提起されてくることを指摘しなければならなし、。
おわりに
労働力再生産の「社会化」現象を，個人的消費元本の社会的集中による労働
力保全費の節約と効率化という視点から，資本の合理性や労働者の生活過程に
対する資本のかかわりの契機をみて，消費元本の総量不変や労働刀価値水準で
の規定を問題として「社会化Jの限界を説〈論理では，消費元本の資本への再
転化の問題が見落きれている。 r社会化」現象の内実の基本的問題は，その限
界性を問題とすることですまされるものではなし労働者家庖怪済を消費元本
の資本への転化過程において位置づけるべき問題であるといえよう。
個人的消費過程は，労働力再生産の一般的条併である社会的共同消費手段を
媒介として社会的に結合を深めていくが，他方では，それが資本の私的占有下
にあって利潤源泉となるばかりか，資本による労働者の生活過程の統制管理が
可能となり強化される。だが，現代の資本家にとっては，マノレクエの時代のよ
うに，労働力の再生産を安んじてほ r労働者の自己維持本能と生殖本能とに
任せてお<J乙とができなくなりつつある。資本による労働者の生活過程の統
制管理は，労働者の消費過程の社会的結合を通じ工はじめて可能になるのだか
ら，労働者住民の社会的結合というf¥:価によってのみ，資本の労働者生活過程
の統制管理が強められるという矛盾が発展するのである。
